
様式２（※各部局作成）

令和７年度　商工観光労働部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）

区　　　分 ７年度当初要求額 ６年度当初予算額 増 減 額 増減率

事 業 費 69,612,226 78,133,117 △ 8,520,891 △10.9% 

○　要求のポイント

　１　元気

　　【基本方針】

（１）中小企業・地域経済

賃金と物価の好循環の創出や観光誘客の促進等により、県内景気の回復を後押しします。また、深刻化する人手不足に対

応するため、多様な人材の活躍促進を図るなど、人材の確保・育成に取り組みます。

（２）観光・ツーリズム ～世界に選ばれるおんせん県おおいた～

賃金と物価の好循環を創出するため、生産性向上・価格転嫁等を後押しするとともに、創業・事業承継や県産品の販路

拡大等への支援を強化します。

大阪・関西万博や宇佐神宮御鎮座１３００年等を契機とする国内外からの誘客を促進するとともに、データマーケティ

ングの基盤整備等による持続可能な観光地域づくりに取り組みます。

（３）人材確保・育成

地域における高校生向けの合同企業説明会の開催や外国人材雇用相談窓口の設置、非正規雇用労働者の正社員化支援等、

多様な人材の確保・育成に取り組みます。



　２　未来創造

　　【基本方針】

令和７年度 商工観光労働部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

ｅ－ｍａｉｌ：a14110@pref.oita.lg.jp（商工観光労働部商工観光労働企画課）

（１）企業誘致・産業集積

企業誘致・産業集積を更に推進するとともに、経済と環境の好循環の創出に向けた水素等の利活用や、ＤＸ・先端技術へ

の挑戦を後押しします。

（２）カーボンニュートラル・ＧＸ

産業用地整備を加速するとともに、積極的な情報発信等を通じて企業誘致を強化します。

「グリーン・コンビナートおおいた推進構想」の実現に向けた取組を推進するとともに、大分県版水素サプライチェー

ンの構築に向けたモデル事業の創出等に取り組みます。

（３）ＤＸ・先端技術

ＤＸを推進するとともに、次世代空モビリティや宇宙等の先端技術分野に挑戦する県内企業を支援します。

mailto:a14110@pref.oita.lg.jp


様式３（※各部局作成）

令和７年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

（部局名：商工観光労働部） （単位：千円）

事 業 名
７年度

当初要求額
６年度

当初予算額
事 業 概 要 所 管 課

1 小規模事業支援事業 1,410,208 1,396,010

小規模事業者に対する経営や技術の改善発達を図るため、商工会、商工会議所が
行う経営改善普及事業に要する経費及び商工会連合会が行う商工会指導事業に要す
る経費を補助する。 商工観光労働企画課

2 中小企業金融対策費 59,262,538 68,513,528

県内中小企業の資金繰りを支援するため、県制度資金を運営し、民間金融機関や
政府系金融機関による金融を補完する。
　・新規融資枠　７００億円 経営創造・金融課

3
おおいた事業承継・引継ぎ推
進事業

42,515 0

県内中小企業・小規模事業者の円滑な事業承継を実現するため、事業承継診断の
早期着手を促すとともに、市町村など関係機関と連携し事業承継支援体制を強化す
る。 経営創造・金融課

4
県産加工食品海外展開サポー
ト事業

78,014 61,708

県内中小企業が製造する加工食品の輸出促進のため、事業者の海外展開の段階に
応じた切れ目ない支援を行う。
【特】大阪・関西万博を契機に海外販路開拓を目指す県内事業者を支援するため、
越境ＥＣで県産品の購入が可能な仕組みを構築する。

商業・サービス業振
興課

5
大阪・関西万博を契機とした
誘客等促進事業

90,949 0

国内外からの誘客や県産品の販売促進等につなげるため、大阪・関西万博を契機
として、観光・食・自然など大分県の魅力を広く発信する。
　・大阪市内でのＰＲイベント開催
　・大阪・関西万博自治体催事への出展　など

観光政策課

6
宇佐神宮御鎮座１３００年関
連事業

50,000 0

デスティネーションキャンペーンのレガシーを継承し更なる誘客を図るため、宇
佐神宮御鎮座１３００年を契機としたプロモーションを行うとともに、県内周遊の
促進に取り組む。 観光誘致促進室

特

特

特

特



様式３（※各部局作成）

令和７年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

（部局名：商工観光労働部） （単位：千円）

事 業 名
７年度

当初要求額
６年度

当初予算額
事 業 概 要 所 管 課

7
大分県域観光地域マーケティ
ング基盤強化事業

138,786 0

本県観光を更に発展させるため、県域版ＤＭＯであるツーリズムおおいたのマー
ケティング機能を強化し、観光地域づくりに必要なデータを継続的に取得・分析で
きる基盤を構築する。 観光政策課

8 若年者県内就職促進事業 65,859 0

高校生・大学生の県内就職を促進するため、進路決定プロセスに応じた県内企業
とのマッチングイベントを開催するとともに、県内企業の人材確保を支援するため
の情報発信等を行う。 産業人材政策課

9
外国人労働者受入対策強化事
業

66,455 54,146

外国人材の受入れ・定着を推進するため、海外に向けて県内の情報を発信すると
ともに、就業環境等の整備に取り組む企業等を支援する。
　【特】企業向けの外国人材雇用相談窓口の設置 産業人材政策課

10 正社員化促進支援事業 47,000 0

県内企業の人材確保を図るため、就職氷河期世代など非正規雇用労働者の正社員
化に取り組む企業を支援する。

雇用労働室

11 中小企業等業務改善支援事業 66,000 66,000

生産性向上による持続的な賃上げを実現するため、事業場内最低賃金を一定額以
上引き上げた県内中小企業・小規模事業者が行う設備投資等を支援する。

雇用労働室

12 企業立地促進事業 2,032,250 1,672,736

戦略的・効果的な企業誘致を推進するため、誘致企業の設備投資及び雇用創出の
一部に対し助成する。
　【特】官民連携による産業用地整備の推進
　【特】企業誘致情報の発信強化

企業立地推進課

特

特

特



様式３（※各部局作成）

令和７年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

（部局名：商工観光労働部） （単位：千円）

事 業 名
７年度

当初要求額
６年度

当初予算額
事 業 概 要 所 管 課

13
おおいたデジタルコンテンツ
産業振興事業

26,878 0

ゲームやアニメ等のデジタルコンテンツ産業の振興を図るため、関連企業や教育
機関によるコミュニティ形成や専門人材を活用した企業誘致などに総合的に取り組
む。 ＤＸ推進課

14
グリーン・コンビナートおお
いた創出事業

135,606 135,606

大分コンビナートのカーボンニュートラルと持続的発展の両立に向け、官民投資
を呼び込むため、各般の調査事業などに取り組む。

工業振興課

15
エネルギー関連産業成長促進
事業

277,300 248,594

県内のエネルギー関連産業の成長を促進するため、大分県エネルギー産業企業会
を中心に、本県の強みを活かしたエネルギー関連施策を展開する。
　【特】低炭素水素の製造・運搬・利活用までの実証への支援 新産業振興室

16
次世代空モビリティ産業促進
事業

59,264 54,400

今後の成長が期待される次世代空モビリティ産業の振興を図るため、県内企業が
行う関連技術等の研究開発や、県内での実装に挑戦する事業者を支援するととも
に、国内外の開発動向など各種情報を収集する。 先端技術挑戦課

17 宇宙関連産業創出事業 68,870 68,600

大分空港における水平型宇宙港の実現に向けて、必要となる調査・調整を進める
とともに、今後、成長が見込まれる宇宙関連産業の創出・振興を図るため、宇宙関
連産業に挑戦する県内企業等を支援する。 先端技術挑戦課

※ 　　は「新規事業」、     は「新しいおおいた共創枠事業」特新

特



様式４（※各部局作成）

令和７年度　当初予算（一般会計）要求における主な廃止事業

（部局名：商工観光労働部） （単位：千円）

所 管 課 事 業 名 廃 止 理 由
６年度

当初予算額

1 経営創造・金融課 事業承継・引継ぎ促進事業

・
・

令和４～６年度の３か年事業として実施
事業効果等を検証し、事業承継支援に係る関係機関の連携強化を図るため、「おお
いた事業承継・引継ぎ推進事業」に組み替えて要求 4,882

2 先端技術挑戦課
先端技術を活用した企業防災
力向上事業

・
・

令和４～６年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

10,500

3 先端技術挑戦課 アバター戦略推進加速化事業

・
・

令和４～６年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

25,541

4 産業人材政策課
おおいた学生等県内就職応援
事業

・
・

平成２８年度から令和６年度までの事業として実施
事業効果等を検証し、高校生・大学生の県内就職を促進するため、「若年者県内就
職促進事業」に組み替えて要求 20,055

5 産業人材政策課
おおいた元気企業マッチング
促進事業

・
・

令和元～６年度までの６か年事業として実施
事業効果等を検証し、産業人材の確保と若者の県内就職を促進するため、「若年者
県内就職促進事業」等に組み替えて要求 39,770

6 雇用労働室 就職氷河期世代支援事業

・
・

令和２～６年度の５か年事業として実施
事業効果等を検証し、就職氷河期世代の正社員化を促進するため、「正社員化促進
支援事業」として新規要求 11,677



様式４（※各部局作成）

令和７年度　当初予算（一般会計）要求における主な廃止事業

（部局名：商工観光労働部） （単位：千円）

所 管 課 事 業 名 廃 止 理 由
６年度

当初予算額

7 観光誘致促進室
デスティネーションキャン
ペーン推進事業

・
・

令和４～６年度の３か年事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

9,168


